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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第70期
第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 46,976,638 60,919,093 87,165,276

経常利益 (千円) 2,061,815 3,943,357 5,734,549

四半期(当期)純利益 (千円) 1,275,550 2,380,079 3,938,271

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,522,118 3,414,647 5,521,952

純資産額 (千円) 40,193,447 47,566,784 44,938,052

総資産額 (千円) 66,385,550 83,998,732 80,085,297

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 35.80 66.80 110.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.5 55.7 55.2
 

　

回次
第70期
第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 22.66 24.65
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

 (1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、前年度下期以降の受注増加を受けて高水準の前

期繰越高でスタートした一方、当期に入り首都直下地震対策関連工事などを中心とした新たな受注も

大幅に増加しました。

また、前年度連結子会社化した興和化成株式会社についても、当期より付帯事業売上高の増加に寄

与し始めました。

これらの結果、売上高は前年同期比13,942百万円増加し60,919百万円となり、従来から粘り強く取

り組んできた不採算工事の徹底排除、原価管理の強化、種々のコストダウン等の努力とも相まって、

売上総利益は8,018百万円（前年同期比2,597百万円増加）、営業利益は3,596百万円（前年同期比

1,814百万円増加）、経常利益は3,943百万円（前年同期比1,881百万円増加）、四半期純利益は2,380

百万円（前年同期比1,104百万円増加）となりました。

　
セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への

売上高を記載しております。

（土木事業）

受注高は57,355百万円（前年同期比26.1％増）、売上高は37,881百万円（前年同期比10.6％増）と

なりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は20,802百万円であり、次期繰越高は51,572百万円となり

ました。

セグメント利益は2,601百万円となりました。

（建築事業）

受注高は23,998百万円（前年同期比22.1％増）、売上高は16,514百万円（前年同期比40.3％増）と

なりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は11,705百万円であり、次期繰越高は17,579百万円となり

ました。

セグメント利益は613百万円となりました。
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（その他）

売上高は6,522百万円で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は369百万円となりました。

　
 (2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の

対処すべき課題についての重要な変更はありません。

　

 (3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は13百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 
 (自己保有株式)
普通株式

470,600
 
(相互保有株式)
普通株式

1,000
 

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,603,700
356,037 ―

単元未満株式
普通株式

24,700
― ―

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 356,037 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権20個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

３ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

    平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34番地
JR信濃町ビル４階

470,600 ― 470,600 1.30

(相互保有株式)
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11番６号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 471,600 ― 471,600 1.31
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 6/17



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 15,857,875 9,160,699

受取手形・完成工事未収入金等
※２ 41,262,896 ※２ 39,441,352

未成工事支出金等 2,518,457 12,914,108

繰延税金資産 994,636 534,550

その他 1,948,410 2,932,897

貸倒引当金 △48,432 △20,255

流動資産合計 62,533,843 64,963,352

固定資産

有形固定資産 6,735,059 6,654,072

無形固定資産 252,851 248,880

投資その他の資産

投資有価証券 10,119,831 11,707,845

その他 2,439,373 2,413,336

貸倒引当金 △1,995,663 △1,988,753

投資その他の資産合計 10,563,541 12,132,427

固定資産合計 17,551,453 19,035,380

資産合計 80,085,297 83,998,732
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※２ 23,701,174 ※２ 21,879,666

未払法人税等 1,073,105 36,831

未成工事受入金 875,012 4,085,016

完成工事補償引当金 80,600 73,900

賞与引当金 1,569,396 789,174

工事損失引当金 272,872 87,839

その他 4,309,340 5,878,643

流動負債合計 31,881,502 32,831,071

固定負債

繰延税金負債 1,166,640 1,703,914

退職給付引当金 623,225 523,753

債務保証損失引当金 334,600 332,300

その他 1,141,276 1,040,908

固定負債合計 3,265,742 3,600,877

負債合計 35,147,244 36,431,948

純資産の部

株主資本

資本金 2,810,000 2,810,000

資本剰余金 2,350,634 2,350,634

利益剰余金 36,812,336 38,408,568

自己株式 △154,475 △154,788

株主資本合計 41,818,494 43,414,414

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,374,764 3,350,227

その他の包括利益累計額合計 2,374,764 3,350,227

少数株主持分 744,793 802,142

純資産合計 44,938,052 47,566,784

負債純資産合計 80,085,297 83,998,732
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高

完成工事高 46,036,010 54,396,468

付帯事業売上高 940,628 6,522,625

売上高合計 46,976,638 60,919,093

売上原価

完成工事原価 40,906,260 47,434,068

付帯事業売上原価 649,732 5,466,922

売上原価合計 41,555,992 52,900,991

売上総利益

完成工事総利益 5,129,749 6,962,400

付帯事業総利益 290,895 1,055,702

売上総利益合計 5,420,645 8,018,102

販売費及び一般管理費 3,638,817 4,421,968

営業利益 1,781,827 3,596,134

営業外収益

受取利息 201 1,705

受取配当金 158,683 174,378

持分法による投資利益 33,181 61,325

社宅料 70,651 82,794

その他 17,268 27,019

営業外収益合計 279,987 347,223

経常利益 2,061,815 3,943,357

特別利益

固定資産売却益 16,661 3,761

債務保証損失引当金戻入額 6,500 2,300

その他 63 －

特別利益合計 23,225 6,061

特別損失

固定資産除却損 26,015 69,649

投資有価証券評価損 11,928 －

その他 2,130 59

特別損失合計 40,074 69,708

税金等調整前四半期純利益 2,044,966 3,879,710

法人税、住民税及び事業税 355,377 953,351

法人税等調整額 414,039 495,033

法人税等合計 769,416 1,448,385

少数株主損益調整前四半期純利益 1,275,550 2,431,324

少数株主利益 － 51,244

四半期純利益 1,275,550 2,380,079
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,275,550 2,431,324

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 244,812 976,498

持分法適用会社に対する持分相当額 1,756 6,825

その他の包括利益合計 246,568 983,323

四半期包括利益 1,522,118 3,414,647

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,522,118 3,355,542

少数株主に係る四半期包括利益 － 59,104
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

１　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

　
 

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

(銀行借入金保証)   

　従業員(住宅融資制度) 162,623千円 147,876千円

(手付金保証）   

 一建設㈱ 68,700 ―

　㈱グローバル・エルシード 11,600 ―

　　　　計 242,923 147,876
 

　
※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日を持って決済処理をしており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
 

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

　受取手形 103,268千円 8,063千円

支払手形 368,950 541,210
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)及び当第３四半期連結累

計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。
　
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 579,518千円 607,945千円
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(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 712,613 20 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 783,847 22 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 34,265,547 11,770,463 46,036,010 940,628 46,976,638 ― 46,976,638

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 87,999 87,999 880,984 968,983 △968,983 ―

計 34,265,547 11,858,462 46,124,009 1,821,612 47,945,622 △968,983 46,976,638

セグメント利益又は損失

（△）
1,720,999 △80,204 1,640,795 127,798 1,768,593 13,234 1,781,827

 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び環境事業等を

含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額13,234千円は、セグメント間取引消去5,430千円及び固定資産の未実現損

益の調整額7,803千円であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 37,881,793 16,514,675 54,396,468 6,522,625 60,919,093 ― 60,919,093

セグメント間の
内部売上高又は振替高

― 233,065 233,065 808,296 1,041,361 △1,041,361 ―

計 37,881,793 16,747,740 54,629,534 7,330,921 61,960,455 △1,041,361 60,919,093

セグメント利益 2,601,585 613,187 3,214,773 369,178 3,583,952 12,182 3,596,134
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額12,182千円は、セグメント間取引消去5,045千円及び固定資産の未実現損益の調整

額7,137千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益 35円80銭 66円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益(千円) 1,275,550 2,380,079

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,275,550 2,380,079

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,629 35,629
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   高　村　　　　守　　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   阿　部　　與　直　　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月７日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

鉄工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成25

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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